
部名称 課名称 事業名称
令和6年度
要求額
（千円）

令和6年度
最終査定額
（千円）

頁

カーボンニュートラル
推進部

環境政策課 環境学習促進事業 3,126 2,636 1

カーボンニュートラル
推進部

環境政策課 環境戦略推進事業 9,996 9,786 3

カーボンニュートラル
推進部

環境エネルギー課 省エネ等推進事業 13,186 11,397 5

カーボンニュートラル
推進部

環境エネルギー課
住宅向け再生可能エネルギー機器等
導入支援事業

44,235 42,754 7

環境保全部 環境共生課 生物多様性保全推進事業 7,751 7,751 9

環境事業部 環境事業管理課 水銀使用廃製品適正回収事業 25,878 25,878 11

環境事業部 資源循環推進課 減量化・資源化事業 76,848 76,407 13

環境事業部 環境業務課 まち美化推進事業 43,280 36,655 15

環境事業部 環境業務課 し尿収集 372,478 371,488 17

その他事業一覧



局 部 課

3 年度

9

10

令和6年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検対象年度

事業の概要

○環境人材育成支援事業の実施

環境問題をテーマとした課題研究活動を教育活動の一環として行う堺市内の高等学校を支援する「環境人材育成支

援事業」等を実施する。

○大阪府が作成する環境学習用冊子「考えよう！わたしたちのくらしと環境・エネルギー」の活用

小学校5年生～6年生の児童が活用する環境学習用資料として大阪府が作成する冊子を、市内小学校に配布する。

公民連携・協働事業 市内高等学校、さかいSDGs推進プラットフォーム 堺環境戦略・脱炭素推進都市プロジェクトチーム 環境学習推進グループの設置

Ⅱ．事業の目標

市民（特に小学生、中学生、高校生等の若年層）
対象数 単位

817,441 人

Ⅰ．基本情報

事務事業名 環境学習促進事業 事業番号 010-053

担当部署名 環境 カーボンニュートラル推進 環境政策

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 5.強くしなやかな都市基盤 ～Resilient～ 施策 (4) 4Rに根差した循環型社会の形成

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 1人1日あたり家庭系ごみ排出量

4

寄与

する

KPI

有・無 指標名 1人1日当たり家庭系ごみ排出量

有 取組の方向性 ③環境学習の推進

有 現状値 643ｇ(2019年度) 目標値 628ｇ(2025年度)

有・無 ゴール ゴール⑿つくる責任 つかう責任 ターゲット 12.8

有 取組 環境に配慮した行動の促進

2 関連計画 堺環境戦略

有 現状値 643g(2019年度) 目標値 638g(2023年)

寄与

する

KPI

有・無

事業開始年度 令和 2 点検対象年度 令和 7 年度

実施根拠

（根拠法令、条例等）

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁、学校、地域団体、民間企業、NPO等

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

環境学習講座等の実施を通じて、市民等の環境に対する意識を変え、環境に配慮した価値観や行動への変容を促進

する。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

主な支出先（委託・補助金・負担金等）

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

50目標値 50 50 50

当該指標を選定した理由
高校生に対して環境人材育成支援プログラムを提供することで、環境に配慮した価値観や行動への変容を

促進するため。

達成率 74% 60%

環境人材育成支援事業で課題研究

活動に取り組んだ高校生の人数
人 実績値 37 30

目標値の設定根拠・算出方法 単年度あたり50人の取組参加を想定

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和4年度 令和5年度 令和6年度

環境人材育成支援事業を周知した高

等学校の数
校

目標値 24 24

達成率 100% 100%

当該指標を選定した理由 環境人材育成支援事業で課題研究活動に取り組む高校生の数を増やすため。

24

実績値 24 24

目標値の設定根拠・算出方法 堺市内の高等学校全24校への周知を想定

-1-



）

15

事務事業名 環境学習促進事業 事業番号 010-053

令和6年度　事務事業予算要求シート（2）

Ⅲ．令和6年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和6年度

府支出金　

R5

13

項　　　目
令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金

事業費  (a) 961 1,641 624 1,722 3,126

市債

受益者負担金(使用料、手数料等）　

325その他（ 助成交付金 325

一般財源 961 1,641 624 1,397 2,801

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

子どもや若年層を対象とした環境

教育

R5 予算 1,450 1,125

事業費
うち

一般財源

予算

R6 予算 2,976 2,651 R6 予算

その他（旅費、消耗品費など）
R5 予算 272 272 R5 予算

R6 予算 150 150 R6 予算

R5 予算

R6 予算 R6 予算

R5 予算

R5 予算 R5 予算

R6 予算 R6 予算

債務負担行為 （単位：千円）

R5 予算

R6 予算 R6 予算

R5 予算

環境人材育成支援事業（高校生対象）の実施

R6 未来の社会を担う子どもや若年層を主な対象とした環境教育の推進

期間 R　　～　　R 要求額

R7以降 未来の社会を担う子どもや若年層を主な対象とした環境教育の推進

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント
・未来の社会を担う子どもや若年層に重点を置いた取組を実施する。

・環境学習用資料について、大阪府が作成する冊子を活用する。

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R5まで

-2-



局 部 課

3 年度

9

10

令和6年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検対象年度

事業の概要

・環境施策におけるナッジ等の活用を進めるため、堺市環境行動デザインチームSEEDs（ナッジ・ユニット）を運営し、取

組事例の創出等を行う。

・市民の環境行動変容を促進するため、スマートフォンアプリを活用した「堺エコライフポイント事業」を実施する。

・環境分野における国際都市間協力の推進に向けて、海外都市との連携協議及び本邦事業者との連携を図る。

公民連携・協働事業 堺エコライフポイント事業における市内協賛企業

Ⅱ．事業の目標

市民、環境技術を有し海外展開意向のある市内事業者
対象数 単位

817,441 人

Ⅰ．基本情報

事務事業名 環境戦略推進事業 事業番号 010-055

担当部署名 環境 カーボンニュートラル推進 環境政策

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 5.強くしなやかな都市基盤 ～Resilient～ 施策 (3) ゼロカーボンシティの推進

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 1人1日あたり家庭系ごみ排出量

4

寄与

する

KPI

有・無 指標名 市域の温室効果ガス排出削減量（2013年度比）

有 取組の方向性 ①脱炭素型都市構造・社会システムの構築

有 現状値 14.1％(2017年度) 目標値 19.0％(2025年度)

有・無 ゴール ゴール⑿つくる責任 つかう責任 ターゲット 12.2,12.5

有 取組 ごみの減量化、リサイクルの推進

2 関連計画 堺環境戦略

有 現状値 643g(2019年度) 目標値 638g(2023年)

寄与

する

KPI

有・無

事業開始年度 令和 3 点検対象年度 令和 7 年度

実施根拠

（根拠法令、条例等）

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

堺環境戦略に掲げる「全ての人が幸せ（Well-being）に暮らす持続可能な環境イノベーション都市」の実現に向け

て、ビジョンの発信、ナッジ等を活用した行動変容の促進、海外等他都市との連携強化など先導的な取組を推進するこ

とで、環境都市ブランドの構築を図る。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

主な支出先（委託・補助金・負担金等） スマートフォンアプリ提供事業者等

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

16目標値 5 10 13

当該指標を選定した理由 堺環境戦略で掲げる環境行動変容の推進を具現化するものであるため。

達成率 140% 100%

ナッジを活用した環境取組の実施（累

計）
件 実績値 7 10

目標値の設定根拠・算出方法 令和3年度は2件、令和4年度以降は単年度あたり3件の頻度で取組の実施を想定

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和4年度 令和5年度 令和6年度

堺市環境行動デザインチームの活動

（会議）に参加した人数（累計）
人

目標値 104 127

達成率 64% 104%

当該指標を選定した理由 会議開催等により、環境啓発におけるナッジ等の具体的な活用方策を検討するため。

192

実績値 67 132

目標値の設定根拠・算出方法 1か月に1回の頻度で会議を開催し、1回あたり5人の参加を想定

-3-



）

15

事務事業名 環境戦略推進事業 事業番号 010-055

令和6年度　事務事業予算要求シート（2）

Ⅲ．令和6年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和6年度

8,417 7,500

府支出金　

R5

13

項　　　目
令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金

事業費  (a) 0 8,230 15,595 19,290 9,996

市債

受益者負担金(使用料、手数料等）　

6,300その他（ 指定寄附金等 1,900

一般財源 8,230 7,178 9,890 3,696

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

堺エコライフポイント事業
R5 予算 16,962 7,562

事業費
うち

一般財源

予算

R6 予算 6,300 0 R6 予算

SEEDsによるナッジの推進
R5 予算 782 782 R5 予算

R6 予算 982 982 R6 予算

R5 予算

R6 予算 1,000 1,000 R6 予算

R5 予算 1,326 1,326

堺環境戦略
R5 予算 0 0 R5 予算

国際都市間協力の推進

R6 予算 1,000 1,000 R6 予算

債務負担行為 （単位：千円）

その他（旅費、消耗品費など）
R5 予算

R6 予算 714 714 R6 予算

R5 予算 220 220

・SEEDsの運営等による、ナッジを活用した環境施策の推進

・市民の環境行動変容を促進する「堺エコライフポイント事業」の実施

・海外都市との国際都市間協力の推進

R6

・SEEDsの運営等による、ナッジを活用した環境施策の推進

・市民の環境行動変容を促進する「堺エコライフポイント事業」の実施

・海外都市との国際都市間協力の推進

期間 R　　～　　R 要求額

R7以降

・SEEDsの運営等による、ナッジを活用した環境施策の推進

・市民の環境行動変容を促進する「堺エコライフポイント事業」の実施

・海外都市との国際都市間協力の推進

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント

・「堺エコライフポイント事業」について、委託業務の内容を見直し事業費の低減を図ること、また、ユーザー数を継続的に

増加させることによって、費用対効果を高めながら事業を実施する。

・海外都市との国際都市間協力については、引き続き国委託事業の活用を図る。

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R5まで

-4-



局 部 課

3 年度

9

10

令和6年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検対象年度

事業の概要

〇省エネルギー診断を受けていること等を条件に、対象事業所が補助対象設備を導入することにより、一定以上の省エ

ネ効果が見込める場合に導入費用の一部を支援する。

〇工場の総使用電力量の20%程度を占めるコンプレッサへの省エネアドバイザー派遣事業等の事業所向けの各種省エ

ネ診断を実施するほか、スマートフォン等で受けられるWEB版うちエコ診断の普及に取り組む。

公民連携・協働事業 省エネアドバイザー派遣事業、H2Osakaビジョン推進会議

Ⅱ．事業の目標

市民・事業者
対象数 単位

ー ー

Ⅰ．基本情報

事務事業名 省エネ等推進事業 事業番号 010-004

担当部署名 環境 カーボンニュートラル推進 環境エネルギー

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 5.強くしなやかな都市基盤 ～Resilient～ 施策 (3) ゼロカーボンシティの推進

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 市域の温室効果ガス排出削減量（2013年度比）

4

寄与

する

KPI

有・無 指標名 市域の温室効果ガス排出削減量（2013年度比）

有 取組の方向性 ①脱炭素型都市構造・社会システムの構築

有 現状値 14.1％(2017年度) 目標値 19.0％(2025年度)

有・無 ゴール ゴール⒀気候変動に具体的対策を ターゲット 13.3

有 取組 脱炭素型社会システム・ライフスタイルへの転換

2 関連計画 堺環境戦略、堺市地球温暖化対策実行計画

有 現状値 14.1％(2017年度) 目標値 15.9％(2023年)

寄与

する

KPI

有・無

事業開始年度 平成 25 点検対象年度 令和 7 年度

実施根拠
事業所向け省エネ設備等導入支援事業補助金交付要綱

（根拠法令、条例等）

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

省エネ設備等の導入費用の一部を支援することにより、温室効果ガス排出量やエネルギー消費量を削減する等、各事

業を通じて、市民・事業者に対し、2050年カーボンニュートラル実現に向けて、意識の変革や行動変容を促す。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 補助対象事業者、受託者

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

国補助金である「省エネルギー投資促進に向けた支援補助金」等の補助対象設備と重複があり、事業所向け省エネ設

備等導入支援事業補助金を併用する場合は補助対象経費から国補助額を減額した分を補助対象経費としている。

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

130目標値 100 110 120

当該指標を選定した理由 温室効果ガスの削減は本事業の主目的であるため。

達成率 233% 123%

事業所向け省エネ設備等導入支援

事業等温室効果ガス削減量
t-CO2 実績値 233 135

目標値の設定根拠・算出方法
前年度実績値を参考に目標値を設定。実績値は補助金による削減効果試算と省エネ診断による削減見

込量の合計。

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和4年度 令和5年度 令和6年度

申請申込件数 件

目標値 15 15

達成率 133% 120%

当該指標を選定した理由 補助金の申請件数や省エネ診断の申込件数が温室効果ガス削減量と直接関連するため。

15

実績値 20 18

目標値の設定根拠・算出方法 前年度実績値を参考に目標値を設定。実績値は補助金の申請件数と省エネ診断の申込件数の合計。
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15

事務事業名 省エネ等推進事業 事業番号 010-004

令和6年度　事務事業予算要求シート（2）

Ⅲ．令和6年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和6年度

5,271

府支出金　

研修会参加負担金
R5

13

項　　　目
令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金

事業費  (a) 14,438 16,097 12,950 16,886 13,186

市債

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他（

一般財源 14,438 16,097 7,679 16,886 13,186

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

事業所向け省エネ設備等導入支

援事業補助金

R5 予算 10,000 10,000

事業費
うち

一般財源

予算 233 233

R6 予算 9,000 9,000 R6 予算 233 233

空気圧縮機・省エネアドバイザー派

遣事業

R5 予算 300 300 その他（普通旅費、消耗品費、委

託料等）

R5 予算 4,933 4,933

R6 予算 300 300 R6 予算 1,850 1,850

R5 予算

R6 予算 1,000 1,000 R6 予算

R5 予算 1,000 1,000

工場・オフィスZEB化診断事業
R5 予算 0 0 R5 予算

エア漏れ・省エネアドバイザー派遣

事業

R6 予算 300 300 R6 予算

債務負担行為 （単位：千円）

通信運搬費
R5 予算

R6 予算 503 503 R6 予算

R5 予算 420 420

・補助事業は補助上限額等の変更を行う等、補助金の費用対効果が最大となるよう適宜見直しを行っている。

・省エネアドバイザー派遣業務（H27～）

R6
・費用対効果が高まるよう補助制度を見直す。

・新たに工場・オフィスZEB化診断を実施予定。

期間 R　　～　　R 要求額

R7以降 ・補助事業は費用対効果等を踏まえ、適宜見直しを行いながら実施する予定。

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント
補助上限額や補助金額の見直しを行う等、費用対効果が高まるよう補助制度の改変を行う。また、申請者等の負担

軽減を図るため、申請書類や手続について見直しを行う。

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R5まで

-6-



局 部 課

3 年度

9

10

実績値 435 400

目標値の設定根拠・算出方法 前年度実績値を参考に目標値を設定。

目標値の設定根拠・算出方法 太陽光発電システム等の補助対象設備に係る年間の温室効果ガス削減量の合計値。

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和4年度 令和5年度 令和6年度

申請件数 件

目標値 400 400

達成率 109% 100%

当該指標を選定した理由 補助金の申請件数が温室効果ガス削減量と直接関連するため。

400

当該指標を選定した理由 温室効果ガスの削減は本事業の主目的であるため。

達成率 105% 100%

スマートハウス等導入支援事業温室

効果ガス削減量
t-CO2 実績値 1,048 1,000

1,000目標値 1,000 1,000 1,000

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 対象機器を導入した市民、集合住宅の所有者又は管理組合、集会所等に係る自治会、リース等事業者等。

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

民生家庭部門における温室効果ガス排出量を削減するため、住宅用太陽光発電システム等やZEHの導入支援を行

う。また、運輸部門における温室効果ガス排出量を削減するため、電気自動車・燃料電池自動車の導入支援を行う。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

事業開始年度 平成 26 点検対象年度 令和 7 年度

実施根拠 堺市スマートハウス化支援事業補助金交付要綱、堺市ZEH支援事業補助金交付要綱、堺市電気自動車等導入支

援事業補助金交付要綱（根拠法令、条例等）

2 関連計画 堺環境戦略、堺市地球温暖化対策実行計画

有 現状値 14.1％(2017年度) 目標値 15.9％(2023年)

寄与

する

KPI

有・無

有 現状値 14.1％(2017年度) 目標値 19.0％(2025年度)

有・無 ゴール ゴール⒀気候変動に具体的対策を ターゲット 13.3

有 取組 脱炭素型社会システム・ライフスタイルへの転換

寄与

する

KPI

有・無 指標名 市域の温室効果ガス排出削減量（2013年度比）

有 取組の方向性 ①脱炭素型都市構造・社会システムの構築

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 5.強くしなやかな都市基盤 ～Resilient～ 施策 (3) ゼロカーボンシティの推進

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 市域の温室効果ガス排出削減量（2013年度比）

4

Ⅰ．基本情報

事務事業名 住宅向け再生可能エネルギー機器等導入支援事業 事業番号 010-006

担当部署名 環境 カーボンニュートラル推進 環境エネルギー

令和6年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検対象年度

事業の概要

対象機器を導入する場合に要した費用の一部を補助。要件を満たした者に先着順で予算の範囲内で申請を受理・審

査の上、補助金を交付。

＜スマートハウス化支援事業補助金＞

太陽光発電システム:戸建て住宅　5万円　（蓄電システム等との組合せによる導入が必要）、集合住宅等　10万円

＜電気自動車等導入支援事業補助金＞

電気自動車：5万円

燃料電池自動車：25万円

集合住宅向け充電設備：20万円

＜ZEH支援事業補助金＞

ZEH＋（プラス）の要件を満たす新築の戸建住宅を取得した場合、ZEH＋の要件を満たすために必要な設備の一部

（①太陽光発電システム　②燃料電池システム　③HEMS及び高効率教給湯設備　※①～③のいずれか一つ　）に

ついて設置費を補助。15万円

公民連携・協働事業
J－クレジット制度を活用し、住宅用太陽光発電システムに係る自家消費量を集約することで環境価値を見える化す

る。

Ⅱ．事業の目標

補助対象機器等を導入する市内の戸建て住宅の居住者、賃貸戸建て住宅の

建物所有者、集合住宅の居住者、賃貸集合住宅の所有者、分譲集合住宅

の管理組合、集会所等に係る自治会等

対象数 単位

ー ー
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15

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R5まで

R7以降 市場のニーズや他市の状況等を踏まえ、適宜見直しを行いながら実施する予定。

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント

・ZEH＋の建設見込増に伴い、ZEH支援事業補助金を増額する。

・燃料電池自動車の補助金額を、20万円から25万円に見直す。

・EVについて、新たに事業者を補助対象とする。

・各計画のKPI達成に向けて、太陽光発電システムの補助は継続する。

毎年、補助対象機器や補助単価の変更を行う等、補助金の費用対効果が最大となるよう適宜見直しを行っている。

R6
・各補助制度の補助要件・補助単価を見直す。

・EVについて、新たに事業者を補助対象とする。

期間 R　　～　　R 要求額

債務負担行為 （単位：千円）

普通旅費
R5 予算

R6 予算 6 6 R6 予算

R5 予算 3 3

R6 予算 156 156 R6 予算
費用弁償（通勤費）

R5 予算 156 156 R5 予算

期末勤勉手当（会計年度任用

職員）

0 0

R5 予算 160 160

R6 予算 683 683 R6 予算

R5 予算 340 340
通信運搬費

212 212

R6 予算 41,200 31,200 R6 予算 158 158

会計年度任用職員報酬
R5 予算 1,661 1,661

印刷製本費
R5 予算 33 33

R6 予算 1,820 1,820 R6 予算

事業費
うち

一般財源

予算 80 80

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

家庭向けスマートエネルギー機器

等導入促進補助金

R5 予算 29,600 29,600

一般財源 40,678 28,414 28,488 32,033 34,235

受益者負担金(使用料、手数料等）　

10,000その他（ カーボンニュートラル基金

市債

事業費  (a) 40,678 28,414 28,488 32,033 44,235

13

項　　　目
令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金

Ⅲ．令和6年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和6年度

府支出金　

消耗品費
R5

事務事業名 住宅向け再生可能エネルギー機器等導入支援事業 事業番号 010-006

令和6年度　事務事業予算要求シート（2）
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局 部 課

3 年度

9

10

令和6年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検対象年度

事業の概要

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標

市民、市内事業者、市民団体、学校園・教育機関等

対象数 単位

817,441

30,471

人

事業所

Ⅰ．基本情報

事務事業名 生物多様性保全推進事業 事業番号 010-012

担当部署名 環境 環境保全 環境共生

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 5.強くしなやかな都市基盤 ～Resilient～ 施策 (3) ゼロカーボンシティの推進

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

取組の方向性 ④生態系や緑の保全

現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール ゴール⒂陸の豊かさも守ろう ターゲット 15.1,15.4,15.5

取組 生物多様性の普及啓発

2 関連計画 生物多様性・堺プラン

現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

事業開始年度 平成 22 点検対象年度 令和 7 年度

実施根拠
生物多様性基本法、生物多様性地域連携促進法

（根拠法令、条例等）

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

生物多様性基本法第13条に基づき策定した生物多様性・堺プランに基づく各種施策を実施することにより、生物多様

性の認知度を高め、生物多様性に配慮した活動を促進する。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

主な支出先（委託・補助金・負担金等） ウェブサイト保守運用委託業者

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

【情報発信（継続取組）】

・市民参加型の生物多様性Webサイト「堺いきもの情報館」等により、生物多様性に関する様々な情報を発信し、ま

た、小学生を対象とした生物調査授業を実施し、生物多様性の認知度の向上と市民・団体の活動を促進。

・外来生物による生態系への被害防止や市民生活への影響を防ぐため、防除方法の発信や注意喚起等を実施。

・生物多様性の保全に資する適切な対策を講じていくための資料として、堺市レッドリスト2021・堺市外来種アラートリス

ト2021を活用し、希少種・外来種を含む情報をSNS等で効果的に発信。

・生物多様性に配慮した活動促進に向けた連携体制として、産学官民連携による堺市生物多様性ネットワーク会議を

開催。

・本市の生物多様性の現状と課題を踏まえた「生物多様性・堺プラン」に基づき、各種施策を実施。

【河川水生生物調査業務】

・石津川における河川環境の保全及び再生に向けた施策の一環として、生物学的見地による調査等を継続的に実

施。

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

1,500目標値 1,500 1,500 1,500

当該指標を選定した理由 生物多様性に係る市民等の活動促進のため。

達成率 105% 111%

「堺いきもの情報館」の写真投稿件数 件 実績値 1,573 1,660

目標値の設定根拠・算出方法 生物多様性を意識した行動を促すための指標として設定

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和4年度 令和5年度 令和6年度

Instagram配信回数 件

目標値 100 100

達成率 121% 100%

当該指標を選定した理由 生物多様性に係る市民等の活動促進のため。

100

実績値 121 100

目標値の設定根拠・算出方法 継続した普及啓発を図るためInstagram配信回数100回（8回/月＋4回）を目標値に設定（R2.8～）

-9-
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事務事業名 生物多様性保全推進事業 事業番号 010-012

令和6年度　事務事業予算要求シート（2）

Ⅲ．令和6年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和6年度

府支出金　

印刷製本費
R5

13

項　　　目
令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金

事業費  (a) 4,490 4,185 5,668 1,510 7,751

市債

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他（

一般財源 4,490 4,185 5,668 1,510 7,751

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

堺市プロポーザル方式による委託業務

事業者選定委員会委員報酬

R5 予算 0 0

事業費
うち

一般財源

予算 240 240

R6 予算 62 62 R6 予算 190 190

謝礼金
R5 予算 204 204

通信運搬費
R5 予算 20 20

R6 予算 210 210 R6 予算 21 21

R5 予算 3 3

R6 予算 20 20 R6 予算

R5 予算 30 30
その他保険料等

7 7

普通旅費
R5 予算 13 13 生物多様性センター（webサイ

ト）保守管理業務

R5 予算

その他報償費

825 825

R6 予算 13 13 R6 予算 878 878

6,200 6,200

債務負担行為 （単位：千円）

消耗品費
R5 予算 0 0

R6 予算 150 150 R6 予算

R5 予算 175 175
河川水生生物調査業務

・堺市生物多様性ネットワーク会議の運営　　　・堺いきもの情報館の運用

・いきもの調査授業の実施　　　・普及啓発の実施

R6

・堺市生物多様性ネットワーク会議の運営　　　・堺いきもの情報館の運用

・いきもの調査授業の実施　　　・普及啓発の実施

・河川水生生物調査業務の実施

期間 R　　～　　R 要求額

R7以降 生物多様性・堺プランに基づき各種施策を実施することにより、生物多様性に配慮した活動を促進する。

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント

生物多様性の認知度向上や生物多様性に配慮した活動促進のため、生物多様性Webサイト「堺いきもの情報館」や

SNS等での情報発信の充実、生物多様性に配慮した行動を促す効果的なイベントを実施する。

また、石津川における河川環境の保全及び再生に向けた施策の一環として、生物学的見地による調査を実施する。

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R5まで
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局 部 課

3 年度

9

10

令和6年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検対象年度

事業の概要

家庭から排出される蛍光管、ボタン電池、水銀体温計等の水銀使用廃製品について、国のガイドラインに基づき、分別

回収（拠点回収）・適正処理（水銀回収・リサイクル）を行う。

公民連携・協働事業 市内協力スーパー等での回収

Ⅱ．事業の目標

市民
対象数 単位

817,441 人

Ⅰ．基本情報

事務事業名 水銀使用廃製品適正回収事業 事業番号 010-044

担当部署名 環境 環境事業 環境事業管理

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 5.強くしなやかな都市基盤 ～Resilient～ 施策 (4) 4Rに根差した循環型社会の形成

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 1人1日あたり家庭系ごみ排出量

4

寄与

する

KPI

有・無 指標名 1人1日当たり家庭系ごみ排出量

有 取組の方向性 ①4Rの推進とごみの適正処理体制の確保

有 現状値 643ｇ(2019年度) 目標値 628ｇ(2025年度)

有・無 ゴール ゴール⑿つくる責任 つかう責任 ターゲット 12.2,12.5

有 取組 ごみの減量化、リサイクルの推進

2 関連計画 堺環境戦略、堺市一般廃棄物処理基本計画、堺市一般廃棄物処理実施計画

有 現状値 643g(2019年度) 目標値 638g(2023年)

寄与

する

KPI

有・無

事業開始年度 平成 29 点検対象年度 令和 7 年度

実施根拠
水銀による環境の汚染の防止に関する法律、廃棄物の処理及び清掃に関する法律

（根拠法令、条例等）

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

家庭から排出される水銀使用廃製品を適正に回収・処理（リサイクル）することにより、水銀による環境の汚染を防止

し、市民の健康の保護及び生活環境の保全を図るとともに、リサイクルを推進する。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 収集運搬業者、処理（リサイクル）業者

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

111,000目標値 119,000 120,000 112,000

当該指標を選定した理由
水銀使用廃製品の回収は、水銀等の環境への排出を抑制し、市民の健康の保護及び生活環境の保全に

寄与するため。

達成率 99% 94%

水銀使用廃製品等回収量 kg 実績値 117,839 112,898

目標値の設定根拠・算出方法
令和4年度：一般廃棄物処理実施計画、令和5～6年度：前年度実績を基準、令和7年度：堺市一

般廃棄物処理基本計画

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和4年度 令和5年度 令和6年度

回収拠点（回収ボックス設置拠点・

回収協力店）設置数
箇所

目標値 83 82

達成率 101% 102%

当該指標を選定した理由 市民の利便性を考慮しつつ、水銀使用廃製品の適正排出を促進するため。

82

実績値 84 84

目標値の設定根拠・算出方法 人口１万人あたりにつき１拠点設置

-11-



）

15

事務事業名 水銀使用廃製品適正回収事業 事業番号 010-044

令和6年度　事務事業予算要求シート（2）

Ⅲ．令和6年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和6年度

府支出金　

R5

13

項　　　目
令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金

事業費  (a) 36,791 37,134 25,333 26,820 25,878

市債

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他（

一般財源 36,791 37,134 25,333 26,820 25,878

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

手数料
R5 予算 26,575 26,575

事業費
うち

一般財源

予算

R6 予算 25,631 25,631 R6 予算

普通旅費
R5 予算 138 138 R5 予算

R6 予算 136 136 R6 予算

R5 予算

R6 予算 54 54 R6 予算

R5 予算 54 54

自動車借上料
R5 予算 34 34 R5 予算

消耗品費

R6 予算 38 38 R6 予算

債務負担行為 （単位：千円）

通信運搬費
R5 予算

R6 予算 19 19 R6 予算

R5 予算 19 19

水銀使用廃製品の分別回収の継続実施

R6 水銀使用廃製品の分別回収の継続実施

期間 R5　　～　　R6 要求額 27,000

R7以降 水銀使用廃製品の分別回収の継続実施

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント 来年度も水銀使用廃製品の分別回収を引き続き実施する。

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R5まで
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局 部 課

3 年度

9

10

実績値 2,227 2,182

目標値の設定根拠・算出方法 前年度実績以上

目標値の設定根拠・算出方法 堺市一般廃棄物処理基本計画

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和4年度 令和5年度 令和6年度

集団回収報償金交付申請件数 団体

目標値 2,300 2,300

達成率 97% 95%

当該指標を選定した理由
ペーパーレス化が進み、集団回収量は減少傾向だが、集団回収による古紙リサイクルは今後も推進していく

必要があるため。

2,230

当該指標を選定した理由 循環型社会の形成には、廃棄物等の発生抑制、適正な処分の確保が必要であるため。

達成率 104% 108%

清掃工場搬入量 ｔ 実績値 237,162 227,085

240,886目標値 247,757 246,729 245,108

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 集団回収報償金申請団体（子ども会、自治会等）

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁、各区、地域団体、市民

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

堺市一般廃棄物処理基本計画に基づき、市民・事業者・行政等ごみに関する多様な主体の連携・協働のもとに、ごみ

の減量化・リサイクルに向けた取組を推進することにより、環境への負荷ができる限り低減された持続可能な循環型社会

の構築に寄与する。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

事業開始年度 　 ─ 点検対象年度 令和 7 年度

実施根拠
廃棄物の処理及び清掃に関する法律、堺市廃棄物の減量化及び適正処理に関する条例

（根拠法令、条例等）

2 関連計画 堺環境戦略、堺市一般廃棄物処理基本計画、堺市一般廃棄物処理実施計画

現状値 643g(2019年度) 目標値 638g(2023年)

寄与

する

KPI

有・無

現状値 643ｇ(2019年度) 目標値 628ｇ(2025年度)

有・無 ゴール ゴール⑿つくる責任 つかう責任 ターゲット 12.2,12.5

取組 ごみの減量化、リサイクルの推進

寄与

する

KPI

有・無 指標名 1人1日当たり家庭系ごみ排出量

取組の方向性 ①4Rの推進とごみの適正処理体制の確保

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 5.強くしなやかな都市基盤 ～Resilient～ 施策 (4) 4Rに根差した循環型社会の形成

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 1人1日あたり家庭系ごみ排出量

4

Ⅰ．基本情報

事務事業名 減量化・資源化事業 事業番号 010-026

担当部署名 環境 環境事業 資源循環推進

令和6年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検対象年度

事業の概要

公民連携・協働事業 市内協力店舗における使用済小型家電の回収、協定締結事業者との連携

Ⅱ．事業の目標

市民、市内事業者

対象数 単位

市民　817,441

市内事業者　30,471

人

事業所

・ごみの減量化・リサイクル推進のため、食品ロスや使い捨てプラスチックの削減、リユースの促進、古紙のリサイクル促進な

どの取組を推進し、また、その実施方法等について最適な仕組みを構築する。

・リユース品を回収するイベント等を実施し、リユース意識を醸成し、市民の行動変容を促進する。

・家庭系古紙類のリサイクル促進のため、集団回収の充実と集団回収以外の古紙回収手法を検討・実施する。

・令和6年1月1日開始の事業系古紙の清掃工場搬入禁止に対応するため、事業系古紙リサイクル体制の充実を進め

る。

・市民には、出前講座等ごみの減量及び食品ロス削減に係る情報発信に加え、ICTの活用、大型スーパー等でのイベン

トの開催、動画やSNS等多様なツールを活用し情報発信を行うことで、市民の意識向上、行動変容を促進する。

・事業者には、関係団体の電子媒体等を活用する等様々な手法で、ごみの減量化・リサイクルと適正処理に関する情

報発信を行い、より効果的な手法でごみの減量化・リサイクルを推進する。
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）

15

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R5まで

R7以降
・より効果的な手法の実現のため、現在の取組の費用対効果を検証し、新たな減量化・リサイクルの取組を検討・推進

する。

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント

○令和4年7月～令和6年3月まで実施する「堺・ごみ減量4R大作戦」の終了後も引き続き、ごみの減量化・リサイクル

を推進するため、以下の事業に重点的に取り組む。

・集団回収を含む家庭系古紙のリサイクル推進事業

・民間事業者での事業系古紙のリサイクル推進事業

・使い捨てプラスチック及び食品ロス削減等リフューズ・リデュース事業

・関連企業と連携したリユース促進事業

・SNS、動画、パネル展示等、様々な媒体を活用した市民及び事業者のごみ減量化・リサイクルに関する情報発信

※行動変容につながる取組も実施

○今後、ごみの減量化・リサイクルの推進について、事業の推進と情報発信の強化に向けて、企業連携を進め、より効

果的・効率的に進める。

・生活ごみ組成分析調査※隔年で実施　　   ・古紙のリサイクル事業の促進　　　・食品ロス削減事業の推進

・市民及び事業者のごみ減量化・リサイクルに関する情報発信　　　・使用済小型家電の回収・ﾘｻｲｸﾙ

R6

・古紙のリサイクル事業の促進　　　・食品ロス削減事業の推進　　　・リユースの促進

・市民及び事業者のごみ減量化・リサイクルに関する情報発信　　　・使用済小型家電の回収・ﾘｻｲｸﾙ

・ペットボトル分別促進

期間 R　　～　　R 要求額

債務負担行為 （単位：千円）

消耗品費
R5 予算

R6 予算 628 79 R6 予算

R5 予算 703 1,156

R6 予算 483 61 R6 予算
印刷製本費

R5 予算 911 911 R5 予算

委託料

72,483 72,483

R5 予算 2,352 2,352

R6 予算 334 42 R6 予算

R5 予算 9,188 9,188
その他

428 54

R6 予算 182 23 R6 予算 991 124

家庭系ごみの減量化・リサイクルに

関する情報発信

R5 予算 1,528 1,528
その他報償費

R5 予算 79,342 79,342

R6 予算 1,319 165 R6 予算

事業費
うち

一般財源

予算 1,215 1,215

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

使い捨てプラスチック削減協定事業

者等の拡大・連携

R5 予算 101 101

一般財源 73,616 75,183 76,383 95,340 73,618

受益者負担金(使用料、手数料等）　

3,230その他（ 寄附金、売払収入 428 1,349

市債

事業費  (a) 74,044 76,532 76,383 95,340 76,848

13

項　　　目
令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金

Ⅲ．令和6年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和6年度

府支出金　

通信運搬費
R5

事務事業名 減量化・資源化事業 事業番号 010-026

令和6年度　事務事業予算要求シート（2）
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局 部 課

3 年度

9

10

令和6年度　事務事業予算要求シート（1）

要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検対象年度

事業の概要

◆不法投棄対策

 不法投棄多発地点の巡回監視や監視カメラの設置などにより未然防止及び実行犯への厳正な対応を行う。

◆路上喫煙等対策

・市民・事業者・来訪者等の喫煙マナー向上と意識の高揚を図るため、広報媒体等を活用した広報・啓発活動の継続的な実施。

禁止区域における巡視員による指導・啓発及び過料徴収並びに重点啓発区域における啓発を行う。

・区民まつりや主要駅前での啓発活動、サポーターの拡充等効果的な取組を推進する。

◆市民や事業者等の自主的な地域美化活動の支援

①アドプト制度

 自治会等の地域住民団体、企業などの自主的な地域美化活動（主として道路清掃）を目的として登録した団体に対する清掃

用具の貸し出し、傷害保険への加入、活動により排出するごみや泥などの収集等の支援を行い、市民協働によるまちの美化を図る。

また、協働できる市民・事業者・団体をさらに拡大していくためには制度を広く認知してもらう必要があるため、ホームページや広報等に

より活動内容を広く周知していく。

②町会清掃

 町会やその他ボランティア団体の自主的な地域環境美化活動に対して、ごみの収集等の支援を行う。

公民連携・協働事業 自治会等の地域住民団体、企業等による道路清掃等自主的な地域美化活動

Ⅱ．事業の目標

市民、市内事業者、通勤・通学者、来訪者等

対象数 単位

817,441

30,471

人

事業所

Ⅰ．基本情報

事務事業名 まち美化推進事業 事業番号 010-031

担当部署名 環境 環境事業 環境業務

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 ― 施策 　―　

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

無 取組の方向性 ―

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール ゴール⑿つくる責任 つかう責任 ターゲット 12.8

有 取組 環境に配慮した行動の促進

2 関連計画 堺市一般廃棄物処理実施計画

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

事業開始年度 平成 13 点検対象年度 令和 5 年度

実施根拠 廃棄物の処理及び清掃に関する法律、堺市廃棄物の減量化及び適正処理に関する条例

堺市安全・安心・快適な市民協働のまちづくり条例、堺市まちの美化を推進する条例（根拠法令、条例等）

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁、各区、出先機関　土木部、公園緑地部等、地域団体・市民

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

　市民・事業者・行政によって、地域美化活動や不法投棄の未然防止活動が協働して行われ、路上喫煙やポイ捨ての

ない、市民や来訪者が「住みたい」、「住み続けたい」、「また訪れたい」と思える、清潔でマナーの良い安全・安心で快適な

堺市の実現

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 収集運搬業務委託業者、不法投棄監視警備委託業者、ボランティア保険取扱会社、堺市美化推進協議会等

※国・府の基準より上回って実施

した内容を具体的に記載

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和5年度 

2,460目標値 2,540 2,460 2,390

当該指標を選定した理由
清潔でマナーの良い安全・安心で快適な堺市の実現の要素の１つとして、不法投棄が無くなり収集が不要に

なることが必要不可欠であると考えるため。

達成率 110% 110%

道路上の不法投棄収集件数 件 実績値 2,290 2,202

目標値の設定根拠・算出方法 令和3年度実績（2,618件）を基準に毎年3％ずつ減少させる件数を目標値とする。

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和4年度 令和5年度 令和6年度

アドプト制度登録団体による活動距離

数
メートル

目標値 129,124 130,356

達成率 99% 101%

当該指標を選定した理由
アドプト制度登録団体の活動距離が広がることは、地域美化活動が活発になっていることを示している。そのこ

とが、清潔でマナーの良い安全・安心で快適な堺市の実現につながると考えるため。

134,753

実績値 127,432 131,093

目標値の設定根拠・算出方法
前年度実績に、新規団体数の増目標（毎年度5団体）と前年度1団体あたりの平均活動距離(清掃区

間)を乗じたものを合わせた距離数を目標値とする。
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）

15

事務事業名 まち美化推進事業 事業番号 010-031

令和6年度　事務事業予算要求シート（2）

Ⅲ．令和6年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和6年度

府支出金　

その他保険料
R5

13

項　　　目
令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金

事業費  (a) 28,247 27,649 33,629 40,329 43,280

市債

受益者負担金(使用料、手数料等）　

1,648その他（ 不法投棄未然防止事業助成金等 2,088 2,308

一般財源 28,247 27,649 31,541 38,021 41,632

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

喫煙所改修等負担金
R5 予算 9,396 9,396

事業費
うち

一般財源

予算 1,363 1,363

R6 予算 13,219 13,219 R6 予算 1,395 1,395

会計年度任用職員報酬
R5 予算 10,911 10,911 期末勤勉手当（会計年度任用

職員）

R5 予算 1,260 1,260

R6 予算 10,462 10,462 R6 予算 2,205 2,205

R5 予算 950 950

R6 予算 5,765 5,765 R6 予算

R5 予算 5,863 5,863
費用弁償（通勤費）

935 935

施設警備等委託料
R5 予算 3,168 1,728

堺市美化推進協議会負担金
R5 予算

廃棄物処理・運搬等委託料

1,198 1,198

R6 予算 1,780 891 R6 予算 1,198 1,198

4,815 4,110

債務負担行為 （単位：千円）

R5 予算 4,624 3,756

R6 予算 1,506 1,452 R6 予算

R5 予算 1,596 1,596
その他（工事請負費など）消耗品費

不法投棄多発地域の警備業者による夜間巡回を実施、アドプト制度登録団体の拡充、路上喫煙等マナー向上重点

啓発区域の拡大及び受動喫煙防止に配慮し、厚生労働省が示した技術的留意事項に合致する喫煙所（環境業務

課所管分）への改修を実施等。

R6

事業の継続実施（ただし、具体的な方策についてはより効果的なものを検討）

受動喫煙防止に配慮し、堺市内にある環境業務課所管の喫煙所について厚生労働省が示した技術的留意事項の基

準を達成させる。

期間 　～　　 要求額

R7以降 事業の検証による効果的な事業の継続実施。

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント

・不法投棄対策については、夜間監視警備業務の巡視回数の見直しや、不法投棄未然防止事業助成金を活用し不

法投棄監視カメラの設置や不法投棄防止啓発看板を作成する。

・路上喫煙等対策については、「望まない受動喫煙」を防ぐため、厚生労働省が示した技術的留意事項に合致していな

い喫煙所の改修等を行う。

・アドプト制度については、民間連携を図り、〈きれいなまち〉応援自販機を堺市内に設置していただいたオーナー様から売

り上げの一部を寄付いただき、清掃道具の購入等に役立てる。

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R5まで
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局 部 課

3 年度

9

10

令和6年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検対象年度

事業の概要

一般家庭や事業所等から排出されるし尿については、概ね月２回の収集、建設現場等の仮設便所については、臨時

的な収集を適宜行うことにより、し尿の処理を適正に行う。

公民連携・協働事業 -

Ⅱ．事業の目標

市民、市内事業者等（し尿くみ取り世帯及び事業者、R6当初予測値3,487

件）

対象数 単位

3,487 件

Ⅰ．基本情報

事務事業名 し尿収集 事業番号 010-032

担当部署名 環境 環境事業 環境業務

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 ― 施策 　―　

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

無 取組の方向性 ―

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール ゴール⑹安全な水とトイレを世界中に ターゲット 6.b

有 取組 水と衛生に関わる取組の市民理解の促進

2 関連計画 堺市一般廃棄物処理基本計画、堺市一般廃棄物処理実施計画

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

事業開始年度 昭和 24 点検対象年度 令和 6 年度

実施根拠
廃棄物の処理及び清掃に関する法律、堺市廃棄物の減量化及び適正処理に関する条例

（根拠法令、条例等）

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

し尿の収集処理は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処理法」という。）上、市町村に処理責任

があることから、し尿を適正に収集処理することにより、生活環境の保全と公衆衛生の向上を実現する。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 堺市環境事業協同組合

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載
-

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和6年度 

-目標値 - - -

当該指標を選定した理由 生活環境の保全と公衆衛生の向上のため

達成率 - -

し尿収集件数 件 実績値 8,711 8,351

目標値の設定根拠・算出方法
し尿収集申込があれば、すべて収集を行うため、目標を設定することにそぐわない。よって、実績のみを記入。

（継続収集台帳数+臨時件数）

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和4年度 令和5年度 令和6年度

し尿収集量 KL

目標値 - -

達成率 - -

当該指標を選定した理由 生活環境の保全と公衆衛生の向上のため

-

実績値 17,598 -

目標値の設定根拠・算出方法 し尿収集申込があれば、すべて収集を行うため、目標を設定することにそぐわない。よって、実績のみを記入。
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15

事務事業名 し尿収集 事業番号 010-032

令和6年度　事務事業予算要求シート（2）

Ⅲ．令和6年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和6年度

府支出金　

水道使用料
R5

13

項　　　目
令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金

事業費  (a) 382,523 357,209 345,887 363,792 372,478

市債

受益者負担金(使用料、手数料等）　 72,115 69,110 67,552 69,466 66,879

その他（

一般財源 310,408 288,099 278,335 294,326 305,599

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

廃棄物処理・運搬等委託料
R5 予算 333,965 264,499

事業費
うち

一般財源

予算 1,890 1,890

R6 予算 333,429 266,550 R6 予算 1,890 1,890

各業務委託料（その他）
R5 予算 15,486 15,486

通信運搬費
R5 予算 1,448 1,448

R6 予算 11,604 11,604 R6 予算 1,266 1,266

R5 予算 1,085 1,085

R6 予算 11,614 11,614 R6 予算

R5 予算 0 0
施設警備等委託料

1,085 1,085

道路・公園・植栽等維持管理委

託料

R5 予算 3,472 3,472
電気使用料

R5 予算

システム改修委託料

710 710

R6 予算 5,681 5,681 R6 予算 710 710

2,097 2,097

債務負担行為 （単位：千円）

パンチ入力・事後処理・ファイリング

等委託料

R5 予算 3,604 3,604

R6 予算 3,102 3,102 R6 予算

R5 予算 2,132 2,132 その他（印刷製本費、修繕料な

ど）

事業の継続実施

R6 事業の継続実施

期間 　～　 要求額

R7以降 事業の継続実施

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント
第2期統合基盤から第3期統合基盤への移行や庁内LANパソコンのOS更新等のため、し尿システムに係るOS更新改

修を行う。

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R5まで

-18-


